









高 橋  志 朗
わが国の現行税制の源は, 昭和24年にシャウプ使節団(Shoup Mission)
によって発表された 「シャウプ動告」 (ReportonJapanese Taleation, 本稿
では単に 「動告」 と略称する。) に 求 め ら れ る。「動告」 は発表以来30余年
の間に加えられた様々の修正によって, 大きく変容されてきた。 しかし,
いまだに 「動告」 は現行税制の基準または原点として示唆に豊む多くのも
のを含んでいる。 そこで, 今後の税制の進むぺき道を探求する作業は, ま
ず他の何よりも, この現行税制の基準または原点としての 「動告」 の現代
的意義を再検討することから始められなければならない。 その上で初め
て,今後もなお 「動告」 に基本を求め,それを修正して行く方向が採られ
るぺきなのか, あるいはまた 「動告」 とは異なる別の税体系が採用される
べきなのかという, 将来に向けての基本方針が明らかにされ得るからであ





面から明らかにし, かっ, その体系性が失われるに至つた過程及び, その
原因にっいても補足的に論及する。 次に, その原因の背後に存在したと思
われる 「動告」 への不当な評価を批判的に検討することを通じて, 従来見
落されてきた 「動告」 の重要な側面を指摘した上で,最終的に 「動告」 の
核心を明示したい。
なお. 本 和t昭和58年8月に合衆国=ユー・ハンプシャー(New Hamp





S. Takahashi,“Some Memorable Aspects of the Tax Reform bythe
Shoup Mission”「東北学院大学論集 経済学」 第96号l984年l2月
2. 「動告」 の基本構想
シャウプ使節団の来日が決定したのは昭和23年のことだったという[大












と呼ばれる実質的な黒字予算が採用された。 こ こ に, ドッジ・ ラ イ ン
(Dodge Line)が始まることになる。 この「超均衡予算」が実施された結果,
昭和24年度の租税負担は增大し, 同年度の国税と地方税を合計したa税負
担率は, それまでの最高の28.5%に通した。 しかし, ドッジ(Joeeph M.
Dodge)は, そこで歳入がいかに調達されるぺきなのかという税制上の間
題にっいては何ら具体的政策を提示せず, この間題の解決を, 当時すでに
来日が決定していたシャウプ使節団に一任したのであった。こ う し て, イ
ン フ レ ー ションの阻止および経済の安定を最上位の目的としたドッジ・ラ
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意味で, 「動告」 は 「 ドッジ・ ラ イ ン と 軌 を一にするものだった」 といえ
る [ T akahashi,l984,P.2l5]。
このような使命を担つたシャウプ使節団は占領下の日本で, 日本側はも
ちろん占領軍の誰からも何らの介入を受けることなく 「動告」 の立案作成
作業にあたり, それらの作業の終了後も 「動告」 は何らの修正を受けるこ
とはなく,  ただそこでは, 「日本をモルモットにしないこと J と い う ガ イ
ド・ ラインがマ ツカーサ一 元帥によって与えられていただけだったという
[Takahashi,1984,P.2l7]。要するに, シャウプ使節団は何ら拘束のない






















う す る う ち に, 我々は正しい方向を示し, もしも日本人が望むならば理想
的な税制へと発展しうるものを提示することが出来るかも知れないと考え
る よ う に な っ た。 これが,実際に我々がやろうとしたことだった。我々が









結果, 日本人が高度の教養と知性を持つ て い る こ と か ら, より複雑な税制
が容易に連営され得るという結論に我々は苦もなく到達した。それゆえ
に. 我々は, その単純な制度にっいては何ら語ることなく, いく分複維で
はあっても不必要にそうではない, 基本的に健全な制度を提示したのであ
る。我々は, 自らの目的を次のように述ぺた。























い。 なぜならば, もしそうするならば, 税制の執行は困難となり,準拠性は
な く な り, そして非常に複雑になってしまう 。」 [Takahashi,1984,P.225]
要するに, 税制とは, そもそも, 特定の経済日的と結びっけられるべき
ものではなく, むしろ, 歳入を公平かつ効果的に調通することこそが, そ
の本来の日的であるというのがシャウプ博士の基本的認識なのである。 こ
のような認識が 「動告」 の基本構想の前提となっていると恩われる。最後






ば, その結果他の部分は価値を減じ, 場合によっては有害のものともなろう 。」




あったといえる。つまり, 「勧告」 の基本構想は体系性,公平性, 恒久性
という三つの要素によって構成されていたのである。 このような基本構想
にもとづいて各々の具体的措置が導入されることになるが, 次章ではそれ









「動告」 [volum I , P. l05]では 「根本的に法人は所定の事業を送行する














得税段階で控除しようというのである。こ の よ う に, 「動告」 では法人税



















この措置は 「動告」 では,定率の源泉課税的法人税を前提として, 個人
所得税段階において株主の所得を完全に捕捉するための最も重要かっ不可
欠の措置として位置づけられることになる。 この意味で, この措置は 「動
告」 における法人税と個人所得税続合のまさに連結点である。 以上で要約








































ところで,  こ の よ う な 「動告」 の変容の過程をどのように理解するのか
にっいては. これを 「修正」 の過程であるとする見解が一般的であるが,
その一方でこれを 「動告」 の「崩理」の過程であるとする見解も存在する'
[ 北 野 , l987, 佐藤・宮島,l979]。 た だ し , そ こ で 用 い ら れ て い る 「崩
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「シャウプ動告」 の核心
壤」 という用語の意味は 「動告」 の理念を実現するための体系性の崩;l表を




らば, 「動告」 の変容の過程を 「崩壤」 という用語で表現することは適切
性 を 欠 く と い う3t を免れないと思われる。「動告」 に代わる新税制が確立
されていない現在,現行税制の原点は 「動告」 以外に求められえないので
あって, この意味からすれば, 「修正」 という用語の方が適切であろう 。
シャウプ博士も, 「私の知る限りでは,l949年報告密(「動告」 の こ と=高
橋記) の主な構造は日本においていまだに生き残つ ていると考えている。」
と述べておられた[Takahashi,l984,P.2l7]。
それでは, なぜ 「動告」 は変容せざるを得なかったのであろうか。 これ




待していたのである[高橋, l 9 8 0 , P.73]。 しかし, 「動告」 に基づいて
新税制が施行された結果は約2百億円程度の減税にしかならず, 大幅減税












すべき所得を分離課税するという 「伝統的悪習」が存在し[林, l 9 5 8 , P .
8], その結果. 「動告」 の徹底した総合課税主義に対して異和感が強かっ
た こ と も あ げ ら れ る。 このような異和感は 「動告」 で採用された法人授制
説にもとづく二重課税排除方式に対しても同じように強かった[高橋,





忠・泉 , l 9 7 9 , P P .666̃668]。 し か し , こ こ で , この二重課税排除方式







受取配当控除制度の連営の円滑化を計つて 「動告」 は, 不完全な方式を
あえて採用したのである。それにもかかわらず 「動告」 のこのような意図
は, その後の改正の中で, 無視されてしまうことになるが,  その理由を探
っていく時, そこに, わが国の戦後の税制改正が持つ極端な実情主義的方
針が浮び上つて来る[高橋, l 9 8 0 , PP .73̃74]。 この実情主義こそが,
恒久的税制の確立を日ざす 「動告」 の基本構想と,そもそも根本的に相入
れなかったのである。 「動告」 の基本構想と当時の日本側の税制改正の基























税制としての 「動告」 の理論的側面が高く評価されることになる。 しかし
「動告」 が与えられるべき評価は, これだけで十分であるとは言えない。
そこで, 次に従来 「動告」 が与えられて来た評価の代表的なものの妥当性
を検討することを通じてこの点を明らかにしたい。
4. 「ア メ リ カ 版シ ャウプib告」 と当時のアメリカ税制
「動告」 に与えられてきた評価の最も代表的なものは, 「動告」 の発表
当時日本a税研究会会長だった汐見三郎博士による 「シャウプ税制改革案
と其の実施に就ての要望」 と題する報告における 「世界の租税の歴史にお






に見られる[汐見,l950 ,P . l6]。






mitteeon Taxation)によってl937年に発表されたFla d●lgthe'I laaProb l mと





という評価が与えられている[宮島, l972 ,P . l78]。そこで, ここでは
汐見博士の表現の中にある 「アメリカに於ても実現されなかった理想的税







57]。 この累進所得税は, 法人と個人の両方にっい て l %の比例税率によ
る普通所得税を課し, さ ら に, 個人のl万ドル以上の所得にっい て は l̃








た と い う こ と が 出 来 る の で あ る [ 宮 島 ,  l972b, P. l80]。 その後しばら
くの間, 基本的にはこれと同じ立場が維持され, 受取配当に対する個人所
得税は非課税とされていた。















図 し て い た と 考 え る こ と が 出 来 る 点 に 注 日 し た い [ 宮 島 ,  l972b, P .
l80]o

















島,l972°, P.228,l972b, P . l80]。 この見解にしたがえば, この歳入法
もまた, 従来の法人展制説的立場から離れてはいないということになる。
いずれにしても, l936年歳入法のこれらの点に理論的首尾一貢性を見い




大統領は, やはり增税を内容とする 「ルーズぺルト大続領 富の再配分計
画」 (The Presiden's ProgramFor Redistributing Wealth)と呼ばれる教書
を発表し, その中で次のように述ぺた。






























案として提案された[Shoup,etal ,1937,P. 480]。 しかし, Fbciag the
' 「uPnblemに示された各提案は何ら実現されず, この 「ア メ リ カ 版 シ ャ
ウプ動告」 は全く日の日見ることがなかったのてある。
5.「〇告」 へのalt価
さて, すでに指摘したように, 「動告」 とnm ag the ' 「l HPnbtmは共に
法人擬制説的課税制度を採用している点で同一の立場に立ちながらも, そ
の二重課税排除の方法にっいて決定的に異なった方式を採用している。 こ










ーつの有力な説は, F‘acing the Tax Pnbt mの修teたる結果からシャウ
プ博士らが 「歴史的要付けをもっその国特有の税制は基本的に維持される
べきである。」 という税制の歴史的性格を強く意識させられ, その結果が





なかった, その独自の税制を 「動告」 を通じてより実現可能な形に修正し
て日本で実行しようとしたと理解されることになるのであって, 税制とし
ての実行可能性に対する配慮の程度において,「動告」 とFaciagthe 'lll1a9





シャウプ博士は, 「動告」 とFlacing the 'nHPn ble,nの間に見られる二重
課税排除方式とキャピタル・ ゲィン課税方式の相異を,「動告」がFlaeing
the T u Pn bte,il l以上に税制としての実行可能性を重視した結果であると
考えて良いのか否か, という間いに対して次のように答えられた。
「いや, そ う で は な い。F‘acing the :「:uPn bt mで我々が提案した内容














「それらは, 互いに全く異なったものだ。 それぞれが, 特に会計におけ
る異なった発展段階にある, 異なった背景を持つ, 異なった国のために計
画されたのである。」 [Takahashi,l984,P. 222]
さらに, Flacing the ' 「aa Pn blemで示された提案が実現されなかったと
いう歴史的事実の反省の上に立つ て 「動告」 が作成されたのではないかと
いう推測に対して次のような反論を述ぺられた。




Taa P'n bt mにっいて多くを語り合つた記憶はない。Fladng the Tax Pro-
blemはa税に関する多くの書物や報告書のうちの, ほんの一つに過ぎな
い。 Roy BloughとMabelNewcomerの二人がFlacingtheTu Probtemの共
著者だが, 彼らは日本への使節団の中には入つていなかった。 私だけが唯
一人その両方に関係が有つた。そして,Fla dng theTaa Pn bt mは十数年
も以前のことだった。だから,l949年の夏に我々がFlalcing the Taa Pro-
blemにっいて大いに議論したという記憶はない。状況が全く異なってい


















価に見られるように, 実行可能性に対する 「動告」 の配慮は従来一般に不
当に低く評価されてきた。 「動告」 の理論的側面のみを強調し. その実現
性ないし実行可能性への配慮について消極的に評価しようとする従来のこ
の價向は, それが何ら合理的理由に基づかないものであるだけに反省され








した。 今日, 日本には青色申告者の大きな組合がある。 我々はその制度
(「勧告」 の こ と =高橋記) の全ての部分を日本経済と日本人の納税者に
適合させるべく大いに努力したのである。それゆえ, もしも我々が失敗し
たとするなら,  それが正確にどの部分なのかを知りたいと思う。そのよう





てその実行可能性が十分に配慮されていた点が, 何よ り も先に認識されね






根本的に, 「動告」 では税制の基本日的は, 特定の経済日的から離れて,
歳入を公平かつ効率的に調達することに求められていた。 その上で, 「動
告」 では体系的,公平かっ恒久的な税制が構想されていた。 こ こ で , 課 税
の公平とは応能負担原則にもとづいた負担の公平を意味していたのであっ
て, これを実現するために法人擬制説的体系と累進税率による総合所得税











う な, いわば現代的間題に対して, 「動告」 に見られる徹底した直接税中
心主義や. 法人税と個人所得税の独自の統合方式は, 古典的ではあるが,













こ の よ う に ,  「動告」 はその発表以来三十年以上も経過した今日でさえ
示咬に豊む多くの側面を有しており, そこに現行税制の基準としてのその
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